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新地方公会計制度に基づく鹿嶋市の財務 4 表 

  

鹿嶋市の財政状況については，これまで，広報やホームページを通じて市民

の皆様に公表してきたところです。鹿嶋市の予算及び決算は単式簿記方式であ

り，一年間にどのような収入があり，その収入をどのように使ったかという現

金の動きだけをとらえていました。しかし，単式簿記方式では現金の動きは分

かり易いものの，鹿嶋市がこれまで形成してきた資産や負債といったストック

情報や行政サービスを提供するため発生したコスト情報を把握することができ

ませんでした。また，地方分権の推進や社会情勢の変化に対応するために，地

方公共団体は「管理型」から「経営型」の行政運営への転換が求められます。 

 これについて国の方針として，平成 18 年 6 月に施行された「簡素で効率的な

政府を実現するための行政改革推進に関する法律」を契機に，地方の資産・債

務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置付けられました。これ

により，地方公共団体は複式簿記による財務書類の整備及び公表が求められま

す。複式簿記による財務書類を整備することで，これまでの財務情報から見え

なかった資産，負債などのストック情報や減価償却費などのコストを把握でき

ます。 

  

１ 新公会計制度の概要 

 

（１）制度の目的 

① 資産・債務管理 

② 費用管理 

③ 財務情報の分かりやすい開示（現金主義による会計処理の補完） 

④ 政策評価・予算編成・決算分析との関係付け 

⑤ 地方議会における予算・決算分析との関係付け 

 

（２）基本的な考え方 

 ① 財務 4 表の作成・公表 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 
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② 普通会計だけではなく連結会計も対象とする 

③「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」 

○基準モデル 

  ・固定資産（普通財産及び行政財産）等の資産・債務の洗い出し，価

格の算定，資産台帳の整備 

  ・歳入歳出データを公会計の仕分けに変更 

     ○総務省方式改訂モデル 

     ・売却可能資産（普通財産）について，価額を算定した上で，従来の

総務省方式による決算統計データと置き換え 

     ・資産評価・台帳整備は段階的に実施 

 

２ 鹿嶋市の取組み 

 

  鹿嶋市では上記の 2つのモデルのうち，「総務省方式改訂モデル」を採用し，

平成 20 年度決算から，普通会計に加え，特別会計，企業会計（水道会計）や，

市の財政に影響する団体（第三セクター，一部事務組合等）を含む「連結ベー

ス」での財務 4 表の作成と公表を行っています。また，平成 24 年度からは鹿

嶋市が所有する固定資産の台帳整備を行っており，より精度の高い財務情報の

公開に向けて準備しています。 

 

３ 財務 4 表の概要 

 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

会計年度末（平成 24 年 3 月 31 日，ただし出納整理期間中の増減を含む。）

時点における鹿嶋市が保有する資産や債務に関する情報を示すものです。 

貸借対照表の構成は，左側に資産を表示し，右側に負債及び資産と負債の

差額である純資産を計上しています。左右が必ず一致することからバランス

シートとも呼ばれます。 

 

   ① 資産の内訳 

     市の所有しているすべての資産を表示しています。 

    ・事業用資産は，当該資産から将来的な経済便益が発生すると想定さ

れるものです。 

     （例）庁舎，保育所，学校，幼稚園，備品等 
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    ・インフラ資産は，将来にわたる都市基盤と想定されるものです。 

     （例）道路，公園，上下水道等 

 

   ② 負債の内訳 

      将来的な支払義務を生じさせる地方債（借金）や退職手当引当金の

金額は貸借対照表の負債として表示されます。 

     地方債は，資産の形成のために発行されます。貸借対照表上で，地

方債の発行額と資産の金額を対比させることで，市の資産形成がどの程

度借金でまかなわれたかが明らかになります。 

     退職手当引当金は，在職する全職員がすべて退職したと仮定した場

合に支払うこととなる退職手当要支給額を負債として計上しています。 

 

（２）行政コスト計算書（損益計算書） 

鹿嶋市の経常的な行政サービスに伴うコストと使用料・手数料等の収入を

示すものです。コストの面では資産形成に結びつかない行政コストを人件費

等の人にかかるコストや物件費，修繕費等の物にかかるコスト，社会保障給

付，補助金等の移転支出的なコスト，その他のコストに区分しています。 

経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度の純経常行

政コストとなります。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表のうち「純資産の部」（資産から負債を引いた残余）に計上さ

れている数値が一会計期間（平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日）

にどのように増減したかを明らかにするものです。総額としての純資産の変

動に加え，それがどのような財源や要因で増減したかの情報を表示します。 

 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

現金の流れを示すものであり，その収支を性質に応じて，経常的収支，

公共資産整備収支，投資・財務的経費の３つに区分して表示することで，鹿

嶋市がどのような活動に資金を使ったかを示します。 
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４ 財務 4 表の対象範囲 

 

公表した財務４表は，鹿嶋市の一般会計に墓地特別会計を加えた「普通会

計」と特別会計までを含めた「鹿嶋市全体」，一部事務組合や第三セクターな

どの関連団体を含めた「連結会計」の 3つの区分で作成しています。 

 

区   分 会計 ・ 団体名等 

連
結
ベ
ー
ス 

鹿
嶋
市
全
体 

普通会計 
一般会計 

墓地特別会計 

特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

鹿島臨海都市計画事業鹿島神宮駅周辺北土地区画整理事業特別

会計 

鹿島臨海都市計画下水道事業公共下水道特別会計 

農業集落排水特別会計 

水道事業会計 

大野区域水道事業会計 

一部事務組合等 

鹿島地方事務組合 

鹿行広域事務組合（一般会計，老人ホーム会計） 

茨城県市町村総合事務組合（普通会計，事業会計） 

茨城租税債権管理機構 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

第三セクター等 

鹿嶋市土地開発公社 

（財）鹿嶋市文化スポーツ振興事業団 

（財）鹿嶋市農業公社 

 

 ※一部事務組合等は，複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体です。 

※第三セクター等は，資本金，基本金その他これらに準ずるものの 50%以上を，鹿嶋市が出

資している団体です。 
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５ 鹿嶋市の財務４表（普通会計） 

 

 
【普通会計】

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 84,812,543 （１）地方債 13,915,802
（２）売却可能資産 93,514 （２）長期未払金 0
（　小　　計　） 84,906,057 （３）退職手当引当金 4,233,771

２　投資等 （４）その他 2,149
（１）投資及び出資金 883,443 （　小　　計　） 18,151,722
（２）貸付金 302,533 ２　流動負債
（３）基金等 2,924,333 （１）翌年度償還予定地方債 1,637,245
（４）その他 588,194 （２）その他 185,714
（　小　　計　） 4,698,503 （　小　　計　） 1,822,959

３　流動資産 負債合計 19,974,681
（１）現金預金 7,366,929
　　　（うち歳計現金） 3,550,575 純資産合計 77,140,205
（２）未収金 143,397
（　小　　計　） 7,510,326

97,114,886 97,114,886

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）

20,815,417 期首純資産残高 75,132,937
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 20,210,035

（１）人件費 3,439,387 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 543,056 一般財源
（　小　　計　） 3,982,443 　地方税 11,794,115

２　物にかかるコスト 　地方交付税 4,205,353
　 （１）物件費 3,573,981 　その他 2,224,188

（２）維持補修費 324,640 補助金等受入 5,811,288
（３）減価償却費 2,455,996 その他 △ 1,817,641
（　小　　計　） 6,354,617

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 77,140,205
（１）社会保障給付 4,814,290
（２）補助金等 2,305,430 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 2,956,872 自 平成２３年４月１日
（４）その他 125,594 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）
（　小　　計　） 10,202,186 １　経常的収支 5,190,309

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 526,406
（１）支払利息 242,361 ３　投資・財務的収支 △ 2,524,340
（２）その他 33,810 （　小　　計　） 2,139,563
（　小　　計　） 276,171 当年度歳計現金増減額 2,139,563

605,382 期首歳計現金残高 1,411,012
使用料・手数料等 605,382 期末歳計現金残高 3,550,575
純経常行政コスト 20,210,035 （基礎的財政収支）
（経常費用 － 経常収益） 収入総額 27,260,856

地方債発行額 △ 1,689,707
財政調整基金等取崩額 △ 632,000
支出総額 △ 25,121,293
地方債元利償還額 1,930,076
財政調整基金等増減額 501,325

基礎的財政収支 2,249,257

経常費用

経常収益

負債の部資産の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計
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６ 鹿嶋市の財務４表（普通会計）※市民 1 人当たり 

 
【普通会計】 常住人口 人（H24.3.31現在）

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 1,276,355 （１）地方債 209,421
（２）売却可能資産 1,407 （２）長期未払金 0
（　小　　計　） 1,277,763 （３）退職手当引当金 63,715

２　投資等 （４）その他 32
（１）投資及び出資金 13,295 （　小　　計　） 273,168
（２）貸付金 4,553 ２　流動負債
（３）基金等 44,009 （１）翌年度償還予定地方債 24,639
（４）その他 8,852 （２）その他 2,795
（　小　　計　） 70,708 （　小　　計　） 27,434

３　流動資産 負債合計 300,602
（１）現金預金 110,866
　　　（うち歳計現金） 53,433 純資産合計 1,160,893
（２）未収金 2,158
（　小　　計　） 113,024

1,461,495 1,461,495

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）

313,254 期首純資産残高 209,421
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 304,144

（１）人件費 51,760 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 8,173 一般財源
（　小　　計　） 59,932 　地方税 177,491

２　物にかかるコスト 　地方交付税 63,287
　 （１）物件費 53,785 　その他 33,472

（２）維持補修費 4,886 補助金等受入 87,455
（３）減価償却費 36,961 その他 △ 27,354
（　小　　計　） 95,631

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 239,628
（１）社会保障給付 72,451
（２）補助金等 34,695 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 44,498 自 平成２３年４月１日
（４）その他 1,890 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）
（　小　　計　） 153,534 １　経常的収支 78,110

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 7,922
（１）支払利息 3,647 ３　投資・財務的収支 △ 37,989
（２）その他 509 （　小　　計　） 32,199
（　小　　計　） 4,156 当年度歳計現金増減額 32,199

9,110 期首歳計現金残高 21,235
使用料・手数料等 9,110 期末歳計現金残高 53,433
純経常行政コスト 304,144 （基礎的財政収支）
（経常費用 － 経常収益） 収入総額 410,252

地方債発行額 △ 25,429
財政調整基金等取崩額 △ 9,511
支出総額 △ 378,054
地方債元利償還額 29,046
財政調整基金等増減額 7,545

基礎的財政収支 33,849

経常収益

66,449

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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７ 鹿嶋市の財務４表（鹿嶋市全体） 

 

 
【連結会計（鹿嶋市全体）】

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 114,736,171 （１）地方債 27,271,315
（２）無形固定資産 120 （２）長期未払金 0
（３）売却可能資産 201,236 （３）退職手当引当金 4,400,017
（　小　　計　） 114,937,527 （４）その他 8,947

２　投資等 （　小　　計　） 31,680,279
（１）投資及び出資金 405,443
（２）貸付金 302,533 ２　流動負債
（３）基金等 3,266,226 （１）翌年度償還予定地方債 2,473,771
（４）その他 1,320,491 （２）その他 437,696
（　小　　計　） 5,294,693 （　小　　計　） 2,911,467

３　流動資産 負債合計 34,591,746
（１）現金預金 9,557,909
（２）未収金 647,030 純資産合計 95,654,331
（３）その他 △ 191,082
（　小　　計　） 10,013,857

130,246,077 130,246,077

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）

33,752,654 期首純資産残高 93,386,795
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 24,563,295

（１）人件費 3,677,370 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 526,802 一般財源
（　小　　計　） 4,204,172 　地方税 11,794,115

２　物にかかるコスト 　地方交付税 4,205,353
　 （１）物件費 4,932,135 　その他 2,224,188

（２）維持補修費 1,452,102 補助金等受入 10,811,576
（３）減価償却費 3,489,016 その他 △ 2,204,401
（　小　　計　） 9,873,253

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 95,654,331
（１）社会保障給付 13,063,000
（２）補助金等 4,998,170 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 587,691 自 平成２３年４月１日
（４）その他 125,594 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）
（　小　　計　） 18,774,455 １　経常的収支 6,498,656

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 644,676
（１）支払利息 620,496 ３　投資・財務的収支 △ 3,365,561
（２）その他 280,278 0
（　小　　計　） 900,774 （　小　　計　） 2,488,419

9,189,359 当年度歳計現金増減額 2,488,419
使用料・手数料等 9,189,359 期首歳計現金残高 7,069,490
純経常行政コスト 24,563,295 期末歳計現金残高 9,557,909
（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 40,918,147
地方債発行額 △ 1,162,107
財政調整基金等取崩額 △ 733,200
支出総額 △ 38,429,728
地方債元利償還額 3,445,807
財政調整基金等増減額 602,547

基礎的財政収支 4,641,466

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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８ 鹿嶋市の財務４表（鹿嶋市全体）※市民 1 人当たり 

 
【連結会計（鹿嶋市全体）】 常住人口 人（H24.3.31現在）

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 1,726,680 （１）地方債 410,410
（２）無形固定資産 2 （２）長期未払金 0
（３）売却可能資産 3,028 （３）退職手当引当金 66,216
（　小　　計　） 1,729,710 （４）その他 135

２　投資等 （　小　　計　） 476,761
（１）投資及び出資金 6,102
（２）貸付金 4,553 ２　流動負債
（３）基金等 49,154 （１）翌年度償還予定地方債 37,228
（４）その他 19,872 （２）その他 6,587
（　小　　計　） 79,681 （　小　　計　） 43,815

３　流動資産 負債合計 520,576
（１）現金預金 143,838
（２）未収金 9,737 純資産合計 1,439,515
（３）その他 △ 2,876
（　小　　計　） 150,700

1,960,091 1,960,091

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）

507,948 期首純資産残高 1,405,391
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 369,656

（１）人件費 55,341 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 7,928 一般財源
（　小　　計　） 63,269 　地方税 177,491

２　物にかかるコスト 　地方交付税 63,287
　 （１）物件費 74,224 　その他 33,472

（２）維持補修費 21,853 補助金等受入 162,705
（３）減価償却費 52,507 その他 △ 33,174
（　小　　計　） 148,584

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 1,439,515
（１）社会保障給付 196,587
（２）補助金等 75,218 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 8,844 自 平成２３年４月１日
（４）その他 1,890 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）
（　小　　計　） 282,539 １　経常的収支 97,799

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 9,702
（１）支払利息 9,338 ３　投資・財務的収支 △ 50,649
（２）その他 4,218 0
（　小　　計　） 13,556 （　小　　計　） 37,449

138,292 当年度歳計現金増減額 37,449
使用料・手数料等 138,292 期首歳計現金残高 106,390
純経常行政コスト 369,656 期末歳計現金残高 143,838
（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 615,783
地方債発行額 △ 17,489
財政調整基金等取崩額 △ 11,034
支出総額 △ 578,334
地方債元利償還額 51,856
財政調整基金等増減額 9,068

基礎的財政収支 69,850

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

66,449

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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９ 鹿嶋市の財務４表（連結会計） 
 

 

【連結会計（一部事務組合・第三セクターを含む）】

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 119,378,159 （１）地方債 28,078,059
（２）無形固定資産 120 （２）長期未払金 0
（３）売却可能資産 221,272 （３）退職手当引当金 5,576,215
（　小　　計　） 119,599,551 （４）その他 8,947

２　投資等 （　小　　計　） 33,663,221
（１）投資及び出資金 240,493
（２）貸付金 302,533 ２　流動負債
（３）基金等 4,967,154 （１）翌年度償還予定地方債 2,728,888
（４）その他 1,398,529 （２）その他 512,101
（　小　　計　） 6,908,709 （　小　　計　） 3,240,989

３　流動資産 負債合計 36,904,210
（１）現金預金 9,708,706
（２）未収金 649,737 純資産合計 99,864,503
（３）その他 △ 97,990
（　小　　計　） 10,260,453

136,768,713 136,768,713

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）

41,060,583 期首純資産残高 97,744,499
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 28,319,377

（１）人件費 4,980,696 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 1,174,121 一般財源
（　小　　計　） 6,154,817 　地方税 11,794,115

２　物にかかるコスト 　地方交付税 4,205,353
　 （１）物件費 5,275,616 　その他 4,370,038

（２）維持補修費 1,524,292 補助金等受入 12,645,668
（３）減価償却費 3,685,240 その他 △ 2,575,793
（　小　　計　） 10,485,148

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 99,864,503
（１）社会保障給付 17,482,588
（２）補助金等 5,008,052 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 589,006 自 平成２３年４月１日
（４）その他 125,594 至 平成２４年３月３１日 （単位：千円）
（　小　　計　） 23,205,240 １　経常的収支 6,896,737

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 652,060
（１）支払利息 642,423 ３　投資・財務的収支 △ 3,794,321
（２）その他 572,955 0
（　小　　計　） 1,215,378 （　小　　計　） 2,450,356

12,741,206 当年度歳計現金増減額 2,450,356
使用料・手数料等 12,741,206 期首歳計現金残高 7,258,350
純経常行政コスト 28,319,377 期末歳計現金残高 9,708,706
（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 47,889,050
地方債発行額 △ 2,244,807
財政調整基金等取崩額 △ 733,200
支出総額 △ 45,438,694
地方債元利償還額 3,445,807
財政調整基金等増減額 602,547

基礎的財政収支 3,520,703

経常収益

翌年度繰上充用金増減額

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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１０ 鹿嶋市の財務４表（連結会計）※市民 1 人当たり 

 
【連結会計（一部事務組合・第三セクターを含む）】 66,449 人（H24.3.31現在）

（１）貸借対照表（平成２４年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債
（１）有形固定資産 1,796,538 （１）地方債 422,551
（２）無形固定資産 2 （２）長期未払金 0
（３）売却可能資産 3,330 （３）退職手当引当金 83,917
（　小　　計　） 1,799,870 （４）その他 135

２　投資等 （　小　　計　） 506,602
（１）投資及び出資金 3,619
（２）貸付金 4,553 ２　流動負債
（３）基金等 74,751 （１）翌年度償還予定地方債 41,067
（４）その他 21,047 （２）その他 7,707
（　小　　計　） 103,970 （　小　　計　） 48,774

３　流動資産 負債合計 555,376
（１）現金預金 146,108
（２）未収金 9,778 純資産合計 1,502,874
（３）その他 △ 1,475
（　小　　計　） 154,411

2,058,251 2,058,251

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
自 平成２３年４月１日 自 平成２３年４月１日
至 平成２４年３月３１日 （単位：円） 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）

617,926 期首純資産残高 1,470,970
１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 426,182

（１）人件費 74,955 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 17,670 一般財源
（　小　　計　） 92,625 　地方税 177,491

２　物にかかるコスト 　地方交付税 63,287
　 （１）物件費 79,393 　その他 65,765

（２）維持補修費 22,939 補助金等受入 190,306
（３）減価償却費 55,460 その他 △ 38,763
（　小　　計　） 157,792

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 1,502,874
（１）社会保障給付 263,098
（２）補助金等 75,367 （４）資金収支計算書
（３）他会計等への支出 8,864 自 平成２３年４月１日
（４）その他 1,890 至 平成２４年３月３１日 （単位：円）
（　小　　計　） 349,219 １　経常的収支 103,790

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 9,813
（１）支払利息 9,668 ３　投資・財務的収支 △ 57,101
（２）その他 8,622 0
（　小　　計　） 18,290 （　小　　計　） 36,876

191,744 当年度歳計現金増減額 36,876
使用料・手数料等 191,744 期首歳計現金残高 109,232
純経常行政コスト 426,182 期末歳計現金残高 146,108
（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 720,689
地方債発行額 △ 33,782
財政調整基金等取崩額 △ 11,034
支出総額 △ 683,813
地方債元利償還額 51,856
財政調整基金等増減額 9,068

基礎的財政収支 52,984

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

常住人口

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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１１ 財務４表からみた鹿嶋市の特徴 

 

（１）資産形成度 

   鹿嶋市の資産は市が保有する現金・基金・出資金のほか道路施設や下水

道施設，公園，学校といった公共施設のことを指します。次のグラフは平

成 21 年度から平成 23 年度までの資産の形成状況を示しています。 

 

95,033 95,277 97,115

33,330 33,330 33,131

6,305 6,935 6,523

134,668 135,542 136,769

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度資産現在高

（百万円）
決算年度

資産現在高の推移（普通会計～連結）

一組・三セク・公社 特別会計 普通会計

 
普通会計資産額比較

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率
97,115 100.0 95,277 100.0 1,838 1.9
84,907 87.5 85,817 90.1 △ 910 △1.1

有形固定資産 84,813 87.4 85,719 90.0 △ 906 △1.1
売却可能資産 94 0.1 98 0.1 △ 4 △4.1

4,698 4.8 3,935 4.1 763 19.4
投資及び出資金 883 0.9 807 0.8 76 9.4
貸付金 303 0.3 200 0.2 103 51.5
基金等 2,924 3.0 2,349 2.5 575 24.5
長期延滞債権等 960 1.0 953 1.0 7 0.7
回収不能見込額 △ 372 △0.4 △ 374 △0.4 2 △0.5

7,510 7.7 5,525 5.8 1,985 35.9
現金預金 7,367 7.6 5,358 5.6 2,009 37.5
未収金等 143 0.1 167 0.2 △ 24 △14.4

平成22年度平成23年度 比較
（単位：百万円，％）

公共資産

投資等

流動資産

総計

 
 

   鹿嶋市が持つ資産は平成 21 年度以降微増となっています。行政サービス

の根幹をなす普通会計が多くの割合を占めており，次いで特別会計，一部

事務組合等で構成されています。 

平成 23 年度は震災復旧・復興に係る地方交付税及び補助金等の増や，そ

れに伴い新たな基金を造成したため普通会計において資産が増加していま

す。 
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（２）社会資本形成の世代間比率  

   社会資本形成の結果を表わす公共資産のうち，地方債に着目すれば，将

来返済しなければならない，将来の世代によって負担する割合を見ること

ができます。 

   

◆社会資本形成の将来世代負担比率(%)=地方債残高÷公共資産等合計×100  

 

普通会計   17.4％（H2２年度：17.3%） 

鹿嶋市全体  24.7％（H2２年度：24.9%） 

連結会計   24.4％（H2２年度：23.5%） 

 

普通会計では，将来世代が負担しなければならない社会資本形成に占め

る割合は 2割以内となっています。特別会計を含めた鹿嶋市全体では将来世

代の負担比率が 24.7％と上昇しましたが，これは水道施設，下水道施設整

備の財源として地方債を多く活用しているためです。 

15,128 15,549 15,553

88,959 89,653 89,511
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50,000
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100,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来世代負担率

（％）

資産現在高

（百万円）

決算年度

将来世代負担率（普通会計）

地 方 債 公共資産等 将来世代負担率

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度
17.0 17.3 17.4

地　 方 　債 15,128 15,549 15,553
公共資産等 88,959 89,653 89,511

（単位：百万円，％）

将来世代負担率

※平成21年度及び22年度の数値については翌年度償還予定地方債を含
 　めて再計算を行っています。  

普通会計に着目すると平成 21 年度の 17.0％に対し，平成 23 年度では

17.4％と 0.4 ポイント上昇しています。これは地方債残高の上昇によるもの

で，大きな要因としては小中学校耐震化及び大規模改造事業，大野ふれあい

センター整備事業などを実施したためです。 
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（３）純資産比率 

地方公共団体は地方債の発行により将来世代と現世代の負担の配分を行

います。純資産は現世代が今までの間に形成した財産であり，負債は今か

ら将来世代が負担する財産と言えます。純資産比率は総資産のうち負債を

除いた純資産が占める割合を表しており，比率が高いほど現世代の資産形

成負担が大きいことを示します。 

 

 ◆純資産比率（％）＝純資産÷総資産 

 

   普通会計   79.4％（H2２年度：78.9%） 

   連結会計   73.0％（H2２年度：71.7%） 

 

数値が高ければ，現世代が資産形成コストの大きな部分を負担している

ことになり，6割以上が目安とされています。 

鹿嶋市では，どちらの会計においても 7 割以上ですので，財政状況は健

全であると言えます。 
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純 資 産 資 産 純 資 産 比 率

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度
78.9 78.9 79.4

純　資　産 74,942 75,133 77,140
資　　　 産 95,033 95,277 97,115

純 資 産 比 率

（単位：百万円，％）

 
 

普通会計に着目すると，平成 21 年度から平成 23 年度において純資産比

率は 79％前後を推移しており，6 割以上を維持していますので財政状態は

健全であると言えます。 
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（４）資産老朽化比率 

   有形固定資産のうち減価償却を行う，建物や車などの備品について，取

得価額のうち減価償却費の割合で，資産を取得してからどの程度経過して

いるのかを把握することができます。 

   

◆資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額／（有形固定資産―土地＋減価償却累計額） 

51,839
54,257

56,713

84,821 85,719 84,813
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有形資産現在高

（百万円）

決算年度

資産老朽化比率（普通会計）

減価償却累計額 有形固定資産高 資産老朽化比率

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度
47.1 48.0 49.6

51,839 54,257 56,713
84,821 85,719 84,813

うち土地 26,574 26,838 27,083

（単位：百万円，％）

資産老朽化比率

有形固定資産高
減価償却累計額

資産老朽化比率

 
 

   鹿嶋市の普通会計における資産老朽化比率は上記のとおりとなっていま

す。平成 21 年度決算の 47.1%に対し，平成 23 年度決算では 49.6%と 2.5

ポイント上昇しています。特に平成 23 年度については震災に係る復旧事業

が増加し，資産形成に係る建設事業が減少したことが影響しているものと

思われます。 

   今後は公共施設の改修などを計画的に実施し，適正な公共資産の管理及

び運営を行っていきます。 
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（５）負債 

   貸借対照表では市の借金である地方債に加え，未払金や退職手当引当金

などを含めた鹿嶋市が持つ負債の総額が把握できます。更に普通会計以外

の特別会計，事務組合及び第三セクターなど行政サービス提供主体の負債

総額が把握できます。以下に負債額の推移を示します。 

20,091 20,144 19,975

15,590 15,470 14,617

2,439 2,697 2,312
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（百万円）
決算年度

負債額の推移
事務組合・三セク等 特別会計 普通会計

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度
普通会計 20,091 20,144 19,975
特別会計 15,590 15,470 14,617
事務組合・三セク等 2,439 2,697 2,312
総計 38,120 38,311 36,904

（単位：百万円）

 
 

平成 23 年度の負債は，すべての会計において減少し，総額では 369 億  

4 百万円になっています。 
 

普通会計資産額比較

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率
19,975 100.0 20,144 100.0 △169 △0.8
18,152 90.9 18,099 89.8 53 0.3

地方債 13,916 69.7 13,693 68.0 223 1.6
退職手当引当金 4,234 21.2 4,372 21.7 △138 △3.2
その他 2 0.0 34 0.2 △32 △94.1

1,823 9.1 2,045 10.2 △222 △10.9
翌年度償還予定地方債 1,637 8.2 1,856 9.2 △219 △11.8
賞与引当金等 186 0.9 189 0.9 △3 △1.6

流動負債

（単位：百万円、％）
22年度23年度 比較

総計
固定負債

 
 

普通会計に着目すると地方債残高は 4百万円の微増となっていますが，

退職手当引当金については 1億 38 百万円減少しており，総額で 1億 69 百

万円の減となっています。 
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（６）性質別行政コスト 

行政コストは，一会計期間において，資産形成に結びつかない経常的な

行政活動に係る費用（経常的な費用）を指します。性質別行政コストは，

資産形成に結びつかない経常的な行政活動を行うにあたって，人件費や物

件費，補助金といったどのような性質の経費が用いられたかが示されます。 

 

19%

17%

2%12%
23%

11%

15%

1%

平成23年度 経常行政コスト構成比（普通会計）

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

減 価 償 却 費

社会保障給付費

補 助 費 等

その他移転支出

支払 利 息 等

性質別コスト 金額 構成比 金額 構成比 増減額 前年度比

人　 　件　 　費 3,982,443 19.1 4,174,763 21.3 △192,320 △4.6
物　　 件 　　費 3,573,981 17.2 3,221,450 16.5 352,531 10.9
維 持 補 修 費 324,640 1.6 426,809 2.2 △102,169 △23.9
減 価 償 却 費 2,455,996 11.8 2,416,146 12.4 39,850 1.6

社会保障給付費 4,814,290 23.1 4,344,030 22.2 470,260 10.8
補　助　費　等 2,305,430 11.1 2,346,431 12.0 △41,001 △1.7

その他移転支出 3,082,466 14.8 2,382,284 12.2 700,182 29.4
支 払 利 息 等 276,171 1.3 239,914 1.2 36,257 15.1
合　　 　　　　計 20,815,417 100 19,551,827 100 1,263,590 6.5

行政コスト性質別一覧 （単位：千円，％）
平成22年度平成23年度 比較

 
 

平成 23 年度の鹿嶋市における性質別行政コストは人件費が約 2割，物件

費，減価償却費等が約 3割，社会保障給付や他団体への補助及び他会計へ

の繰出金などの移転支出が約 5割となっています。 

前年度と比較すると総額では約 12 億 63 百万円増となっています。人件

費や補助費等は減少しているものの東日本大震災への対応に伴う他会計へ

の繰出金及び物件費の増加，また，社会保障給付の増加が大きな要因と考

えられます。 
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（７）受益者負担比率 

   行政コスト計算書における経常収支は，いわゆる受益者負担の金額であ

るため，経常収益の行政コストに対する割合を算定することで，受益者負

担割合を算定することができます。普通会計の行政コスト計算書では目的

別に受益者負担割合を算定することができます。 

 

     ◆受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

14%

15%

37%

11%

4%

5%

12%

1% 1%

平成23年度 経常行政コスト構成比（普通会計）

生活インフラ等

教 育

福 祉

環 境 衛 生

産 業 振 興

消 防

総 務

議 会

そ の 他

行　政　目　的 経常行政コスト 経常収入 受益者負担比率

生活インフラ等 2,825,809 36,316 1.3
教　　　　　　育 3,182,041 27,724 0.9
福　　　　　　祉 7,691,232 310,355 4.0
環　境　衛　生 2,315,303 74,819 3.2
産　業　振　興 819,886 129 0.0
消　　　　　　防 964,947 0 0.0
総　　　　　　務 2,496,122 29,177 1.2
議　　　　　　会 243,615 0 0.0
そ　　 の　　 他 276,462 0 0.0

一般財源振替額 ― 126,862 ―
合　　　　　　計 20,815,417 605,382 2.9

（単位：千円，％）行政コスト目的別一覧

 
 

    経常行政コストは，福祉関係が最も大きく 76 億 9,100 万円，次いで教育

関係 31 億 8,200 万円，生活インフラ等 28 億 2,500 万円となっています。

経常収入では福祉関係が最も大きく 3 億 1,000 万円で経常収入の半分を占

めています。 

   受益者負担比率は福祉関係が最も高く保育園に係る負担金が収入となっ

ています。全体では負担比率は 2.9％となっています。 

 


